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　要約：2011（平成 23）年３月に発生した東北地方太平洋沖地震によってもたらされた東日本

大震災は子どもたちの生活環境に大きな変化をもたらした。このことは子どもたちの発育に影

響を及ぼしていると考えることができる。本報告では仙台市内の小学６年生の体格および肥満傾

向児の出現率について，現在どのような状況にあるのか，明らかにすることを目的とした。平

成 22 年度から平成 24 年度について比較すると，顕著な違いは認められなかった。しかしながら，

平成 24 年度の肥満傾向児の出現率は，平成 22 年度および平成 23 年度に比し，増加することが

観察された。このことが東日本大震災による生活環境等の変化による可能性も考えられるが，軽

微な増加あったことから，今後のさらなる観察が必要であると考えられた。
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１． はじめに

　児童・生徒の身長・体重に関する知見は予防医学の見地からも重要と考えられる。それは，身体状態を正確に評

価することが，健康状態評価のための必須条件であり，特に成長途上にある子どもの場合には，身体の発育・発達

状態の評価が健康状態把握の基本的条件となる。また，肥満・やせ，巨人・小人症など，体型に現れる疾患のスク

リーニングに必要な情報ともなる（１）。

　地震災害と子どもの発育についてみると，平成７ （1995）年１月に発生した阪神淡路大震災の時に子どもの体力

低下，体重減少あるいは肥満の増加などが観察されている（１, ２）。また，震災で母親を失った子どもが発育期に

もかかわらず，身長の増加の抑制が示されている。大地震，そしてその後引き続いて起こった震災が過食や拒食の

誘因になり，成長ホルモンの分泌に悪影響を与えたのではないかと考えられている。さらに，宮城県内における児

童・生徒の体力についてみても，変動が確認されている（３）。また，福島県では，震災後に肥満傾向児の出現率

の上昇が報告されている（４）。

　子どもたちは，自分の住んでいるまちの様々な社会問題とその環境の中で成長している。従って，子どもの発育・

発達には，彼らを取り囲む，もしくは取り囲んできた環境の影響を受けていると言えるだろう。2011（平成 23）

年３月に発生した東北地方太平洋沖地震によってもたらされた東日本大震災は，地域の社会的環境に大きな変化を

もたらした。この大きな変化は何らかの形で子どもたちの発育や発達に影響を及ぼしている可能性も考えられる。
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そこで，本報告では，東日本大震災の被災地である仙台市内の小学校に在籍する小学６年生の身長，体重，肥満お

よび痩身傾向児の出現率に着目し，現在どのような状況にあるのか，また震災前と比較し，変化があるのかどうか，

明らかにすることを目的とする。

２． 対象者 ・方法

　昭和９（1934）年より東北大学医学部衛生学教室（現：東北大学大学院医学系研究科環境保健医学分野）の仙台

市児童・生徒の体位のデータベースに集積されている身長および体重の測定値データを用いた（５）。今回の解析

対象年度は平成 22（2010）年度（以下，H22），平成 23（2011）年度（以下，H23），平成 24（2012）年度（以下，

H24）および平成 25（2013）年度（以下，H25）であった。これらのデータは学校保健安全法に基づいて行われて

いる健診時に測定された値である。肥満および痩身傾向児の判定基準は文部科学省学校保健統計調査で使用されて

いる性・学年・身長別標準体重に依る方法を用いた（６）。標準体重より体重が 20％以上大きい場合に肥満傾向児，

またこの標準体重より体重が 20％以上小さい場合に痩身傾向児，とする方法である。肥満度の算出にあたっては，

文部科学省学校保健統計調査で使用されている性・学年・身長別標準体重に依る方法を用いた。性・学年・身長別

標準体重による肥満度の算出は平成 12（2000）年度乳幼児身体発育調査の結果に基づき設定された係数を用いて，

測定された身長から標準体重を算出し，体重の実測値から求めた。なお，測定値の解析は性・年度別に行った。

３． 結果

　身長，体重，肥満および痩身傾向児の出現率について，表１，２および３に示した。身長および体重の平均値に

ついてみると，男女ともに年度間に統計学的な有意差は認められなかった。また，肥満傾向児の出現率について

みると，H25 では男子で 12.2％，女子で 9.7％と H24 とほぼ同等の値を示した。この値は H22 および H23 の出現

率に比し，増加している。なお，H25 の痩身傾向児の出現率は，男子で 3.0％，女子で 2.9％であった。H22 から

H24 の痩身傾向児の出現率と比較すると，大きな変動は認められなかったが，女子においてわずかではあるが減少

したことが明らかとなった。

４． 考察

　今回の解析対象者における体格について，平成 22，23，24 および 25 年度の学校保健統計調査報告書（ 6 - 9 ）の

年齢別の身長，体重の平均値と比較すると，身長，体重共に，平均値が大きい値を示した。この傾向は，H22 以前

からの傾向と同じものであった。宮城県内の子どもたちの体重の平均値が全国平均値より大きい値を示す傾向は震

災前であっても，観察されている（10）。また，肥満傾向児の出現率も比較的高いことが知られている。このこと

から，宮城県内に在籍する H23 の子どもたちの体格については，急激な変化は見られなかったものと推察される。

仙台市内のほとんどの学校においては，平成 23 年度の身体計測は例年より遅く行われたものの，多くの学校でそ

の遅れは１ヵ月以内であることが報告されている（11）。震災直後の測定であったため，体格が大きく変化しなかっ

たと考えられた。しかしながら，その後の H24 および H25 についてみると，身長や体重の平均値に大きな変化は

認められないものの，肥満傾向児の出現率が震災前よりも増加していることを確認することができた。仙台市の小

学６年生における肥満傾向児の出現率は，この数年程度年々減少することを観察してきたが（12），震災後の肥満

傾向児の出現率は，これまでとは異なった傾向を示した。

　地震災害と子どもの発育において，既にいくつかの報告が示されてきた。平成７（1995）年の「阪神・淡路大震災」

や平成 12（2000）年の「鳥取県西部地震」では，子どもたちの発育に何らかの影響を与えた可能性が示唆されて

いる（１, ２, 13, 14）。特に阪神・淡路大震災においては，震災後の体重の増加量に変化が見られ，さらにその変化

が複数年にわたって，続いていることが示されている。また，児の成長にはリズムの存在が知られているが，その
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リズムが阪神淡路大震災や鳥取県西部地震以降，大きくずれたことも観察されている。

　東日本大震災が子どもの成長に与える影響について，既に日本成長学会が専門委員会を立ち上げて，調査が進め

られている。宮城県北部の沿岸部にある２地区の計４校の協力を得た結果が示されている（15, 16）。小学校入学時

からの身長・体重の成長発育グラフを作成し，身長と体重の変化から震災による影響の有無について検討している。

その結果，震災後の１年間に体重増加がほとんど見られなかった児童がかなり見られている。また，もともと肥満

傾向のあった児童が震災後に大幅な体重増加により肥満が悪化している例が非常に多くみられたことが示されてい

る。これらの地区では肉親や知人を亡くした児童も少なくなく，現在においても仮設住宅から通学する児童が多い。

小学校２校は仮設校舎，１校は他の学校を間借りして震災以前の校舎とは異なる場所で生活しており，校庭や体育

館も自由に使える環境にはないことが示されている。このようなことから，調査委員会では，体重増加の停滞や肥

満の悪化は，震災による心理的ストレスによる食欲不振や過食，運動不足などの複合要因が絡んでいるものと推測

されると報告している。また福島県においては，肥満傾向児の出現率の増加が報告されている。安江によれば，福

島県と全国平均，東北５県，北海道について，各年度の地域間における肥満傾向児出現率を比較したところ，東京

電力福島第一原子力発電所事故（以下，原発事故）以降の平成 24,25 年度は，福島県の肥満傾向児出現率が他県よ

りも有意に上昇したことを報告している。これは，原発事故以降，児童の屋外活動が制限され，主に身体活動量の

不足により，生じているものと解される（４, 17）。

　仙台市においても，地震，また地震に伴う津波により，使用不可となった学校も存在している。他の学校を間借

りするなどして，運営されている学校も存在している。そこで，そのような学校について，ここに数値を確認した

が，特に大きな変化は認められなかった。今回は小学６年生のみの解析となったが，対象児がどのような発育状況

で推移してきたのか，明らかにする必要があろう。H24 および H25 の震災前の肥満傾向児の出現率が高いことを

示したが，その解釈にあたっては注意が必要と考えられる。

　戦争のような非常に広範囲（ヨーロッパ一帯，日本全国などの広さ）に長期にわたる混乱が起きる場合には，集

団を対象とした観察においても，発育に及ぼす影響を観察することができる（18, 19）。しかし，阪神淡路大震災や

東日本大震災の場合には，一部の子ども達が一時的な影響を受けていたとしても，集団的全体として，その影響を

明確にできないことも考えられる。実際に阪神淡路大震災時においても，集団として身長の変化について観察する

と，震災前後で顕著な変化がみられなかったことが報告されている（２）。今回の観察では，男子においては昨年

度に比し，体重の平均値の減少，女子においては平均値の増加と性別で異なった傾向が認められた。しかし，それ

らはいずれも軽微な変化であった。一方で，発育曲線などを見ることで個人毎に観察すると，震災の影響と思われ

る変化があったことも報告されている（１, 13）。従って，東日本大震災が仙台市内の小学校に在籍する子どもたち

の発育状況に影響を与えているか判断するにあたっては，さらなる継続的な観察が必要であると考えられた。

　子どもは自分の周囲の環境の変化に感受性が高い。社会で大きな事象が発生した場合には，その事実を受け止め

た子どもたちは言葉には何も表さなくても，からだで示すこともあるだろう。今回発生した東日本大震災で被災し

た子どもたちもそれぞれ様々な事を受け止める必要がある。今でこそ，からだには顕著な傾向として現れていない。

しかし，約４年が経った今も被災地域では，学校環境を含めた，復興状況が必ずしも十分ではない。また，今後居

住地域が大きく変化するところもあるだろう。今後も注意深く子どもたち一人一人の発育状況を見守っていき，適

切な支援などの必要性があると考えられる。
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表 1　平成 22 年度から平成 25 年度までの男子の身長および体重の推移について

年度 解析対象者数 身長（cm） 体重（kg）

H22 4873 145.5 ± 7.1 38.9 ± 8.5

H23 4737 145.4 ± 7.2 38.8 ± 8.7

H24 4791 145.6 ± 7.1 39.1 ± 8.6

H25 4767 145.4 ± 7.0 39.0 ± 8.8

（平均値±標準偏差で示した。n.s. は not significant を示す。）

表 2　平成 22 年度から平成 25 年度まで女子の身長および体重の推移について

年度 解析対象者数 身長（cm） 体重（kg）

H22 4467 147.2 ± 6.7 39.5 ± 8.0

H23 4394 147.3 ± 6.7 39.5 ± 8.1

H24 4475 147.2 ± 6.6 39.4 ± 8.2

H25 4360 147.2 ± 6.5 39.5 ± 7.9

（平均値±標準偏差で示した。n.s. は not significant を示す。）

表 3　平成 22 年度から平成 24 年度の肥満および痩身傾向児の出現率について

肥満・痩身傾向児（％）

男子 女子

年 肥満 痩身 肥満 痩身

H22 10.9 2.6 9.6 3.1

H23 10.6 3.6 9 3.3

H24 12.4 3.2 9.4 3.3

H25 12.2 3 9.7 2.9
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